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生じる箇所で、見かけ上CO2排出量が減っている。 

表1 各走行模擬パターンでのCO2排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 都市内走行模擬パターンでのCO2排出量変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 郊外走行模擬パターンでのCO2排出量変化 

今回の調査では EV の充電による損失は考慮されて

いないため、両車両での絶対値は議論せず CO2排出量

変化の傾向を比較する。図4の都市内走行模擬パター

ンでは両車両で大差が見られないが、図5の高速域で

比較すると、HEV における CO2排出量の増加度合いが

EV に対して大きくなることが分かった。今回の HEV

実験車の駆動方式ではエンジンの動力が車軸に出力

されており、高速域の加速でエンジンが作動していた

ためCO2排出量の増加につながったと考えられる。 

５．考察 
ここではCO2排出量が走行パターンにより強く影響

を受けたHEVについて、地域的な台数分布を考慮して

CO2排出量を求めるケーススタディを行った。このケ

ーススタディではHEVの台数分布として都道府県別

HEVの補助金申請件数(3)（図 6）を参考にして、都市

内と郊外の台数比を求めた。福岡県及びそれより人口

密度の高い都府県を都市内とし、その他を郊外として

都市内と郊外の台数比を求め、表1の結果に対し重み

付けをしてCO2排出量を計算した（表2）。参考として

今回のHEV実験車で実測したJC08の走行パターンでの

CO2排出量は73.7g/kmであり、この値よりも低い結果

となった。これは補助金申請件数で見た都市内の比率

は郊外より低いものの全体の40％を占めており、CO2

排出量が60.5g/kmと低かった都市内走行の状況が反

映されたためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 台数分布を考慮したHEVの CO2排出量 

６．まとめ 
都市内と郊外を想定した2つの車速パターンでHEV

およびEVのCO2排出量を実験的に比較した。今回のケ

ースではHEVの CO2排出量はEVと比較して走行パタ

ーンに対する感度が大きいことが示され、HEVでは交

通状況に影響を受けやすいことが予想された。HEVに

は他にシリーズハイブリッドなど異なる方式があり、

走行状況に対するCO2排出量の感度は方式によっても

変化すると考えられる。CO2排出量に関しては、車両

の特性と、今回のような交通特性を考慮した評価手法

が議論されるべきであると考える。 
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都市内走行 
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郊外走行 

模擬パターン 

HEV 60.5 g/km 74.1 g/km 

EV 55.8 g/km 56.6 g/km 

 図6による都市内

台数比 
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台数比 
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 バイオ水素製造過程の生成ガスを燃料とする 

水素内燃エンジン搭載ハイブリッドトラックの検討 
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１．まえがき 

現在、燃料電池自動車（FCV）は、2015 年の実車販

売を目指して車両開発、水素スタンドの整備等が進

められている。FCV用燃料の課題としては、燃料電池

が水素燃料中の微量のCO、H2S、NH3等の不純物により

劣化するため不純物除去が必要であること、この水素

高純度化工程で使用されるエネルギーにより CO2排出

量が増加して使用過程での CO2排出量の削減効果が低

下することが挙げられる。また、バイオ水素燃料はカ

ーボンニュートラルの特性により、CO2 排出抑止効果

を有するが、製造時のガス中に多くの不純物が含まれ

るため、水素高純度化工程で使用されるエネルギー量

が増加して、CO2排出抑止効果を減じる可能性がある。

本研究では、水素を燃料とする内燃エンジンが燃料

電池とは異なり高純度の水素を必要としないことに

着目し、CO、CH4 等を含むバイオ水素製造過程の生成

ガスを燃料とする内燃エンジンを搭載したハイブリ

ッドトラックを対象に、机上検討およびエンジンベン

チ試験を行った。燃料製造過程から車両走行過程

（Well to Wheel）までのCO2削減効果、排出ガス性能、

エンジン出力性能について調査および分析を行い、

水素燃料車としてのポテンシャルを探った。 

２．研究方法 

本研究は、以下に示す共同研究および共同試験の

成果をまとめたものである。先ず、東京理科大学と

の共同研究により、木質バイオマスのガス化プロセ

スによる水素製造に関して、実証プラント（ブルータ

ワーガス化プラント）による運転データ（１）を基に、

Well to TankでのCO2削減量等を検討した。次に、東

京都市大学と共同で行った水素内燃エンジンベンチ

試験によって、バイオ水素を内燃自動車用燃料とし

たときに、燃料組成がエンジン出力や排出ガス性能

に及ぼす影響を調査した。Well to Wheel での CO2削

減効果の推計には、東京都市大学が開発した水素内

燃エンジン搭載ハイブリッドトラックによる横浜市

内走行試験データから算出された実用走行燃費値を

用いた。 

３．考察 

３．１．FCV 用水素燃料規格と燃料製造過程での CO2

排出量 

 FCV 用の燃料仕様は、2012 年 12 月に国際規格

ISO14687-2 の発効により、国際標準化された。表 1

に、その FCV 用水素燃料規格の抜粋を示す。同表よ

り、要求される水素の純度は 99.97%と極めて高く、

不純物の CO と S については、それぞれ 0.2ppm、

0.004ppmが要求され、高純度の水素精製においては、

不純物除去触媒の交換頻度の増加や運用エネルギー

の増加により、間接あるいは直接的に投入エネルギー

の増加が懸念される。次に、上記仕様のバイオ水素

を製造するときに排出される CO2量を、図 1に示す。
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図１．水素製造過程でのCO2排出量（１）､（２）

仕様
ISO-14687-2

2012年
Grade D

純度 (%) 99.97
全炭化水素 (ppm) 2

H2O （ppm） 5
O2 （ppm） 5
He （ppm） 300
Ar,N2 (ppm) 100
CO2 (ppm) 2
CO (ppm) 0.2
S (ppm) 0 .004

NH3 (ppm) 0.1

表１．燃料電池用水素燃料規格（ISO14687-2)の抜粋
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木質バイオ由来のminとmaxは、原料の輸送距離およ

び含水率に幅を持たせて最小値と最大値を評価した

結果（１）である。現在、水素製造の主力パスである都

市ガス改質も文献により値が異なるため（２）幅を持た

せて示した。同図より、水素製造においては、軽油

精製に比べて多くのCO2が排出されることがわかる。 

３．２．バイオ水素製造過程の生成ガスを燃料とす

る水素内燃自動車の可能性 

図２に、木質バイオマス水素製造の各工程におけ

る CO2 排出量内訳を示す。ここでは、プラントから

50km 圏内で原料を確保できるとし、原料輸送距離を

5kmと 50kmに仮定した。同図より、原料の輸送に係る

CO2 排出が製造時の排出に大きく影響することがわか

る。また、プラントの運転に必要となる「所内動力」

の占める割合が大きいことがわかる。この中には、

生成ガス中の不純物を取り除いて水素を高純度化す

るPSA（圧力スイング吸着）工程が含まれ、この工程

が「所内動力」でのCO2排出の大半を占める。そこで、

水素内燃エンジンが CH4等を含むバイオ水素燃料を使

用できれば、PSA 工程を簡略化して CO2排出量を抑制

できる可能性がある。 

図３に、バイオ水素中の主要不純物である CH4 を

10%混合調整した H2-CH4混合燃料を、ハイブリッドト

ラック用の吸気管噴射水素内燃エンジン（排気量4L、

4気筒過給ディーゼルエンジンを改造）に用いて、エ

ンジン出力の変化を調べた結果を示す。同図より、

CH410%混合燃料は、H2100%燃料と同等の低 NOx 濃度を

保った上で、H2100%燃料使用時よりも概ね高い出力

が得られることがわかる。このように、バイオ水素

製造過程の生成ガスが、水素内燃エンジン用の燃料

として有効である可能性があることから、バイオ水

素製造過程の「所内動力」を削減して製造した不純物

を含む燃料を、水素内燃エンジン搭載ハイブリッド

トラック（水素内燃HV）に用いた場合の1km走行当た

りの CO2 排出量を試算した。その結果を、図４に示

す。「所内動力」の削減を進めることにより、CO2 排

出量が低減し、特にバイオ燃料製造エネルギーが最

小で「所内動力」を75%削減した場合（この条件で発

電機用エンジンの作動確認済み）、軽油ディーゼルハ

イブリッドトラック（カタログ燃費を使用）と比べて

も半分以下の排出量となっていることがわかる。 

４．まとめ 

バイオ水素製造過程において、高純度化工程（PSA

工程）での CO2排出量が大きいことから、PSA 工程を

削減して製造した生成ガスを水素内燃エンジンで活

用することを提案した。水素内燃エンジンベンチ試

験の結果から、CH410%混合燃料は、H2100%燃料と同等

の低NOx濃度を保った上で、H2100%燃料使用時よりも

概ね高い出力が得られることがわかり、燃料製造過

程の CO2削減とエンジン性能向上の可能性を示すこと

ができた。 

参考文献 
(1) 渡辺佑太郎[他]: トラックの走行時燃費を考慮したBTL燃

料のLCA，日本LCA学会論文集，Vol.9，No.1，pp.20-35 

(2013) 

(2) 財団法人日本自動車研究所 総合効率検討作業部会: 総合

効率とGHG排出の分析 報告書，p.60 (2011.3) 
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 木質バイオマスから製造した FT (Fischer-Tropsh) 合成油 

(BTL: Biomass to Liquid) の車両適用性に関する研究 
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１．はじめに 

再生可能エネルギーの導入量拡大は、地球温暖化対

策として必須であることはいうまでもない。運輸部門

において再生可能エネルギーの導入量を拡大するた

めには、非食用系の植物油や廃食用油を原料とした従

来のバイオディーゼル燃料のみならず、木質系等のバ

イオマスを原料とした燃料を導入する必要がある。 
 このような背景から、(独)交通安全環境研究所と

(株)マイクロ・エナジーは環境省が実施する地球温暖

化対策技術開発・実証研究事業に採択され、平成 24
年度から 3 ヵ年計画で「草木質・廃棄物等系バイオマ

スの燃料化による汎用燃料利用技術の開発」を開始し

た。本プロジェクトでは、主に木質バイオマスを原料

として炭化、ガス化を経て FT(Fischer-Tropsh)合成によ

り炭化水素燃料(BTL: Biomass to Liquid)を製造する技

術を開発しており、この中で当研究所は製造した燃料

の車両適用性(排出ガス・燃費)の評価および原料回収

および燃料製造工程を含めたライフサイクルアセス

メント(LCA)を実施している。本報では、平成 24 年度

に木質バイオマスを原料とする BTL の最新車両に対

して国内初で実施した適用性評価を中心に、その成果

を報告する。 
 

２．BTL製造プロセスの概要 
 図 1 に、本プロジェクトにおける BTL 製造プロセ

スの概略を示す。BTL に限らず、GTL(Gas to Liquid)
および CTL(Coal to Liquid)においても式(1)に示す FT
反応により炭化水素燃料を合成している。 
 
式(1)より、水素(H2)と一酸化炭素(CO)を適正な比率で

反応させる必要があり、バイオマスからこれらを得る

ためには、以下の化学反応式(2)に示すガス化反応によ

り水素(H2)と一酸化炭素(CO)を得なければならない。 
 
以上がガス化および FT 合成の基本であるが、原料

がバイオマスの場合は多量の水分を含んでいるため

(生木で水分率 50%以上、破砕後のチップで 30～60%
程度)、原料中の水分を除去することで安定した水素

(H2)と一酸化炭素(CO)を得ることを狙いとしている。

本プロジェクトにおいては、あらゆる草木質系のバイ

オマスを安定してガス化させるため、バイオマスの破

砕、乾燥行程の後に炭化行程を導入することで、90%
以上の炭素割合を有する炭化バイオマスを得ること

を特徴としている。 
 
 
 
 
 
 

３．燃料性状分析結果 
燃料製造試験にて得られた2種のサンプル燃料につ

いて性状分析を実施した。表 1 に結果を示す。BTL_A
および BTL_B の原料はそれぞれ竹および木であり、

原料のみならず製造条件も変えている。両燃料とも密

度、硫黄分、セタン指数、流動点、目詰まり点、10% 
 
 

試験項目 BTL_A BTL_B 2 号軽油 
JIS 規格 

密度@15℃ [g/cm3] 0.7785 0.7973 0.86 以下 
動粘度@30℃ [mm2/S] 2.281 3.180 2.5 以上 

引火点 [℃] <2.0 <2.0 50 以上 
硫黄分 [massppm] <1 <1 10 以下 

セタン価 69.5 65.7 － 
セタン指数 77.0 77.0 45 以上 
流動点 [℃] -12.5 -10.0 -7.5 以下 

目詰まり点 [℃] -15 -16 -5 以下 
10%残留炭素分 <0.01 <0.01 0.1 以下 

初留点 73.0 72.0 － 
10%留点 136.5 142.0 － 
50%留点 264.0 299.5 － 
90%留点 324.0 330.0 350 以下 

蒸留性状 
[℃] 

終点 349.5 353.5 － 
炭素分 85.0 85.5 － 
水素分 14.8 14.5 － 

CHO 分析

[mass%] 
酸素分 0.2 <0.1 － 

低位発熱量 [kJ/kg] 43,500 43,270 － 

図 1 BTL 製造プロセスの概略

OnHHCnCOHn nn 2222)12(   (1)

COHOHC  22 (2)

表 1 BTL の燃料性状分析結果 
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